
　講演要旨の掲載にご理解・ご協力をいただいた講師の
方々に感謝申し上げます。

　経済産業省資源エネルギー庁は10月28日、「再生可能エネル
ギー発電事業に関する注意喚起」という文書を出しました*。内容
は①認定だけでなく、連系承諾が必要、②条件付き認定は、最大
360日で失効、③接続についてのリスクを説明、確認…というもの
です。これは、これまでの認定内容の再確認ですが、特に電力会
社の買取拒否を念頭にしたものです。文書では、「今後、再生可能
エネルギー発電事業を行おうとする場合は、認定申請を行う前の
事業計画段階から、電力会社に対して、接続の可能性について十
分ご相談ください。また、場所及び設備等の確保は、連系承諾を得
てから行うようにしてください」としています。
　買取拒否は大規模なメガソーラーなどが対象で、九州電力・四
国電力・北海道電力は現在も10kW未満は通常受付、東北電力
では50kW未満まで通常受付としていますので、小規模な家庭用
についてはいまのところ買取は継続されるようです。発電への影
響が少なく、売電分も近所で消費されるというのが理由のようで
す。しかし、電力会社のことですから……。
　太陽光販売を積極的に行ってきた事業者には心配な状況が
続きますが、それは太陽光を導入したお客様も同じです。こういう
ときこそ、お客様への情報提供と、LPガスも含めたエネルギーの
複合利用をお伝えすべきでしょう。このような「『リスク』を伝える
営業活動の進め方」も、当会の研究テーマだと考えて講師探しを
しています。　　　　　　　　　　　　　　　 　　【事務局】
*http://www.taskforce-21.com/ene201410.pdf
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●第107回例会
　講演、プレゼンテーションの概要は本号掲載の講演要旨の通りです。
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